
１．県費負担教職員の人事権移譲に関する検討の経緯

平成１７年１０月 中教審答申「新しい時代の義務教育を創造する」

当面、中核市をはじめとする一定の自治体に人事権を移譲し、その状況や市町村合併の進展等

を踏まえつつ、その他の市区町村への人事権移譲について検討することが適当である。

また、人事権の移譲に伴い、都市部と離島・山間部等が採用や異動において協力し、広域で一

定水準の人材が確保されるような仕組みを新たに設けることが不可欠である。

平成１７年１１月～１８年１２月 関係者の意見交換（計８回）

・移譲に賛成：中核市・特別区・指定都市・市

・移譲に反対：都道府県・町村・へき地関係

平成１９年３月 中教審答申「教育基本法の改正を受けて緊急に必要とされる教育制度の改正に

ついて」

依然として関係者間での意見の隔たりが大きく、全ての市町村において一定水準の人材確保を

図る上で支障を生ずる懸念が大きい。

同一市町村内における転任については、市町村教育委員会の意向に基づいて都道府県教育委員

会が行うこととし、人事権全体の移譲については、引き続き検討していく必要がある。

平成１９年６月 改正地教行法成立、公布（施行は平成２０年４月）

同一市町村内における転任については、市町村教育委員会の内申に基づき行う。

平成２０年５月～ 県費負担教職員の人事権の在り方に関する協議会（文部科学省主宰）

平成１９年の中教審答申を踏まえ、関係者間の意見交換を行う。

全８回 ※会議の取りまとめなし。

（構成員）

・全国都道府県教育長協議会・全国市町村教育委員会連合会・全国都市教育長協議会・全国町村

教育長会・指定都市教育委員、教育長協議会・中核市教育長会・特別区教育長会・全国へき地

教育研究連盟の各代表

・放送大学教授・筑波大学大学院教授

・文部科学省（大臣官房審議官・初等中等教育局初等中等教育企画課長・同財務課長）

平成２０年６月 地方分権改革推進要綱（第１次）

都道府県から中核市に人事権を移譲するとともに、給与については、政令指定都市と中核市が

負担することで検討し、小規模市町村を含めた関係者の理解を得て、計画の策定までに結論を得

る。（平成２１年度中できるだけ速やかに）

通番５０：県費負担教職員の人事権等の中核市等への移譲（文部科学省）
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平成２２年４月 大阪府知事からの照会（文部科学副大臣回答）

【県費負担教職員の任命権】

○ 教職員の適正配置と人事交流の円滑化により、教育水準の維持向上を図るという県費負担教

職員制度の趣旨・目的が損なわれることのない範囲において、事務処理特例制度を活用し、

市町村が処理することは可能。

→ この解釈を踏まえ、大阪府では事務処理特例制度を活用し、平成２４年４月から、豊能地

区の３市２町で教員人事に関する事務が行われている。

平成２２年６月 地域主権戦略大綱（閣議決定）

３ 広域での人事調整の仕組みにも配慮した上で、都道府県から中核市に権限を移譲する方向で

検討を行い、小規模市町村を含めた関係者の理解を得て、平成 23 年度以降、結論が得られた

ものから順次実施するもの

〔文部科学省〕

○ 市町村立学校職員の給与等の負担、教職員定数の決定、県費負担教職員の任命権、学級編制

基準の決定（市町村立学校職員給与負担法（昭 23 法 135）、地方教育行政の組織及び運営に関

する法律（昭 31 法 162）、公立義務教育諸学校の学級編制及び教職員定数の標準に関する法律

（昭 33 法 116））

＊ 県費負担教職員の任命権については、条例による事務処理特例制度（地方教育行政の組織

及び運営に関する法律 55 条 1 項）による移譲が可能である旨を明らかにしたところである。

平成２５年３月 義務付け・枠付けの第４次見直しについて（閣議決定）

中核市に係る県費負担教職員の給与等の負担（市町村立学校職員給与負担法１条）、都道府県

教育委員会の県費負担教職員の任命権（地方教育行政の組織及び運営に関する法律 37 条１項）、

県費負担教職員に係る定数の決定（地方教育行政の組織及び運営に関する法律 41 条１項、２項）

及び学級編制基準の決定（公立義務教育諸学校の学級編制及び教職員定数の標準に関する法律３

条２項）については、教育行政の在り方についての検討状況や、県費負担教職員の任命権に係る

条例による事務処理特例制度（地方教育行政の組織及び運営に関する法律 55 条１項）の運用状

況を踏まえつつ、広域での人事調整の仕組みにも配慮した上で、中核市に権限を移譲する方向で

検討を行い、小規模市町村を含めた関係者の理解を得て、平成 25 年度以降、結論が得られたも

のから順次実施する。

平成２５年４月 教育再生実行会議 教育委員会制度等の改革について（第二次提言）

○ 国は、県費負担教職員の人事権について、小規模市町村を含む一定規模の区域や都道府県に

おいて人事交流の調整を行うようにする仕組みを構築することを前提とした上で、小規模市町

村等の理解を得て、市町村に委譲することを検討する。
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平成２５年１２月 中央教育審議会答申「今後の地方教育行政の在り方について」

２．教育行政における国、都道府県、市町村の役割分担と各々の関係の在り方について

（２）県費負担教職員の人事権・給与負担の在り方について

●県費負担教職員の人事権については、引き続き、小規模市町村を含む一定規模の区域や都

道府県において人事交流の調整を行うようにする仕組みを構築することを前提とした上で、

小規模市町村等の理解を得て、中核市をはじめとする市町村に移譲することを検討する。

①県費負担教職員の人事権の市町村への移譲及び人事交流の調整の仕組みについて

・ 県費負担教職員の人事権の市町村への移譲については、平成１７年１０月の中央教育審議

会答申「新しい時代の義務教育を創造する」（以下、「平成１７年中央教育審議会答申」と

いう。）において、「当面、中核市をはじめとする一定の自治体に人事権を移譲し、その状

況や市町村合併の進展等を踏まえつつ、その他の市区町村への人事権移譲について検討す

ることが適当である。また、人事権の移譲に伴い、都市部と離島・山間部等が採用や異動

において協力し、広域で一定水準の人材が確保されるような仕組みを新たに設けることが

不可欠である。」とされているところであり、引き続き検討課題となっている。

・ この制度については、平成１７年中央教育審議会答申を踏まえ、中核市等の一定規模の市

などが、地域の実情に応じた教育の展開、地域に根ざした人材の育成という観点から、指

定都市と同様の人事権を、早期に移譲することを求めている。特に、教職員の研修を義務

付けられている中核市からは、研修した教職員が都道府県の人事異動で市外へ異動させら

れるという不都合が生じることから、人事権の移譲を求める声が大きい。

・ こうした人事権の問題については、都道府県に人事権があることにより、教職員を育成す

べき市町村の当事者意識が薄らぐという意見や、人事権を移譲し、市町村で教職員を採用

することにより、責任と権限を一致させるべきであるなどの意見があった。

・ 一方で、離島・中山間地域では管理職の不足など広域人事が必要となる状況があり、町村

単独で人事を行うことは困難であるという意見、小規模の自治体で採用試験の業務は困難

ではないかという意見、人事異動は教職員の一番の研修の機会であるため、人事異動はで

きるだけ広域性が必要であるなどの意見があった。

・ なお、人事権移譲の前提となる広域での調整の仕組みについては、いくつかの市町村でグ

ループを作り、グループ間の交流については都道府県が調整するという方法があるという

意見がある一方で、広域での調整の仕組みは簡単なものではないという意見があった。

・ このように、県費負担教職員の人事権については、様々な意見があることを踏まえ、引き

続き、小規模市町村を含む一定規模の区域や都道府県において人事交流の調整を行うよう

にする仕組みを構築することを前提とした上で、小規模市町村等の理解を得て、中核市を

はじめとする市町村に移譲することを検討する。

・ 現在、大阪府の豊能地区（豊中市、池田市、箕面市、豊能町、能勢町）では、地教行法第

５５条の事務処理特例制度を活用して、大阪府から人事権を移譲され、運用を開始したと

ころである。各都道府県、各地域によって人事異動の状況は大きく異なり、このような取

組がどこでも実施できるわけではないが、当面の方策として、都道府県及び関係市町村の

間で人事権移譲に合意が得られる地域においては、この事務処理特例制度を活用して市町

村への人事権移譲を進めていくことが適当である。
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２．県費負担教職員の人事権移譲に関する関係者の意見

（１）移譲に積極的な意見

中核市教育長会

平成２７年度文教に関する国の施策および予算に関する要望（平成２６年８月）（抄）

（最重点項目）中核市及び一定規模をもつ広域圏への県費負担教職員の人事権の早期移譲

全国都市教育長協議会

平成２７年度文教に関する国の施策並びに予算についての陳情（平成２６年７月）（抄）

（要望事項）県費負担教職員の人事権を中核市に移譲するための法整備

（２）移譲に慎重な意見

全国都道府県教育委員長協議会、全国都道府県教育長協議会

平成２７年度国の施策並びに予算に関する要望（平成２６年７月）（抄）

３ 市区町村への権限移譲に係る留意点

県費負担教職員の人事権の移譲と給与負担については、中教審答申「今後の地方教育行政の

あり方について」（平成２５年１２月１３日）において、「人事権については、引き続き、小規

模市町村を含む一定規模の区域や都道府県において人事交流の調整を行うようにする仕組みを

構築することを前提とした上で、小規模市町村等の理解を得て、中核市をはじめとする市町村

に移譲することを検討する。」とされたところであるが、今後とも、各都道府県内において一定

の教育水準と教育環境を確保する観点から、適切に検討を進めること。

なお、検討に当たっては、今後も小規模市町村や離島・山間部等に対する一定の教育水準の

確保や教育上特別な配慮を必要とする学校への対応にも留意すること。

全国町村教育長会

平成２７年度文教予算編成及び立法措置に関する要望書（平成２６年７月１１日）（抄）

（最重点要望）５ 県費負担教職員人事権の現行制度の堅持

教職員の人事権に関しては、全国一律の義務教育水準の確保という観点から、人事の膠着化、

教員の格差が生じないように、現行制度を堅持していただきたい。
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通番１４：医療用麻薬に係る小売業者間の譲渡に係る許可権限等の
　　　　　　都道府県への移譲及び規制緩和（厚生労働省）
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